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１ 132,400,000 115,700,000 16,700,000 14.4

２ 61,312,000 61,392,000 △ 80,000 △ 0.1

29,060,000 30,080,000 △ 1,020,000 △ 3.4

5,670,000 5,590,000 80,000 1.4

23,970,000 22,820,000 1,150,000 5.0

54,000 54,000 0 0.0

30,000 40,000 △ 10,000 △ 25.0

西大袋土地区画整理事業費会計 2,220,000 2,500,000 △ 280,000 △ 11.2

公共用地先行取得事業費会計 308,000 308,000 0 0.0

193,712,000 177,092,000 16,620,000 9.4

本年度予算額 前年度予算額 比較増減額 増 減 率

千円 千円 千円 ％ 
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令和７年度越谷市一般会計予算 

 

 令和７年度越谷市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１３２，４００，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

５，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(１)各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（報酬に係る共済費を除く。）に係る

予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

令和７年（2025年）２月２５日提出 

 

埼玉県越谷市長  福 田   晃 
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1 50,328,000

1 市民税 25,280,000

2 固定資産税 19,105,000

3 軽自動車税 493,000

4 市たばこ税 2,300,000

5 事業所税 714,000

6 都市計画税 2,436,000

2 712,000

1 地方揮発油譲与税 170,000

2 自動車重量譲与税 500,000

3 森林環境譲与税 42,000

3 20,000

1 利子割交付金 20,000

4 300,000

1 配当割交付金 300,000

5 200,000

1 株式等譲渡所得割交付金 200,000

6 500,000

1 法人事業税交付金 500,000

7 7,900,000

1 地方消費税交付金 7,900,000

8 150,000

1 環境性能割交付金 150,000

9 300,000

1 地方特例交付金 300,000

10 7,800,000

第１表　　歳入歳出予算

歳　入

項 金　　　　　額

 千円

款

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

地方交付税
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1 地方交付税 7,800,000

11 38,000

1 交通安全対策特別交付金 38,000

12 3,122,800

1 負担金 3,122,800

13 1,569,449

1 使用料 1,302,605

2 手数料 266,844

14 24,926,280

1 国庫負担金 21,209,980

2 国庫補助金 3,635,360

3 委託金 80,940

15 7,887,600

1 県負担金 5,741,590

2 県補助金 1,248,410

3 委託金 897,600

16 105,679

1 財産運用収入 89,469

2 財産売払収入 16,210

17 229,000

1 寄附金 229,000

18 9,653,240

1 基金繰入金 9,524,540

2 他会計繰入金 128,700

19 1,000,000

1 繰越金 1,000,000

金　　　　　額

 千円

款 項

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金
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20 3,061,252

1 延滞金加算金及び過料 44,000

2 市預金利子 21,800

3 貸付金元利収入 174,150

4 受託事業収入 197,500

5 収益事業収入 80,000

6 雑入 2,543,802

21 12,596,700

1 市債 12,596,700

132,400,000

市債

歳　　入　　合　　計

項 金　　　　　額

 千円

款

諸収入
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1 583,174

1 議会費 583,174

2 13,511,614

1 総務管理費 9,656,442

2 徴税費 1,492,135

3 戸籍住民基本台帳費 838,868

4 選挙費 299,668

5 統計調査費 259,152

6 監査委員費 111,630

7 生活安全費 853,719

3 58,802,606

1 社会福祉費 11,803,039

2 老人福祉費 10,207,607

3 児童福祉費 28,438,444

4 生活保護費 8,351,006

5 災害救助費 2,510

4 11,505,247

1 保健衛生費 5,154,067

2 環境保全費 351,084

3 清掃費 4,190,096

4 病院費 1,800,000

5 上水道費 10,000

5 77,837

1 労働費 77,837

6 599,210

1 農業費 599,210

金　　　　　額

 千円

款

歳　出

項

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費
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7 833,021

1 商工費 833,021

8 10,590,118

1 土木管理費 150,070

2 道路橋りょう費 2,566,697

3 河川費 1,525,667

4 都市計画費 4,262,414

5 下水道費 1,973,450

6 住宅費 111,820

9 8,544,330

1 消防費 8,544,330

10 19,309,020

1 教育総務費 2,861,471

2 小学校費 7,245,530

3 中学校費 3,092,690

4 高等学校費 53

5 幼稚園費 30,000

6 社会教育費 1,660,207

7 保健体育費 4,419,069

11 10

1 農林水産施設災害復旧費 10

12 7,797,803

1 公債費 7,797,803

13 126,010

1 災害援護資金貸付金 10

2 土地開発公社振興費 21,000

金　　　　　額

 千円

款 項

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金
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3 基金費 105,000

14 120,000

1 予備費 120,000

132,400,000

金　　　　　額款

予備費

歳　　出　　合　　計

 千円

項
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千円

内部事務システム公金収納対応業務委託
料

令和７年度 ～ 令和８年度　 39,400

川柳地区センター・公民館整備事業 令和７年度 ～ 令和８年度　 114,000

地域防災計画策定支援業務委託料 令和７年度 ～ 令和８年度　 40,000

特別養護老人ホーム等施設整備促進事業 令和７年度 ～ 令和８年度　 361,500

土地改良施設維持管理適正化事業費負担
金

令和７年度 ～ 令和１１年度　 5,120

緊急パトロール車購入費 令和７年度 ～ 令和８年度　 5,400

排水機場施設改修工事費 令和７年度 ～ 令和８年度　 274,000

応急対策工事費 令和７年度 ～ 令和８年度　 286,000

（仮称）桜井分署建設工事費 令和７年度 ～ 令和８年度　 1,706,000

教育システム電算委託料 令和７年度 ～ 令和８年度　 54,000

小学校施設改修事業 令和７年度 ～ 令和８年度　 560,000

引越委託料 令和７年度 ～ 令和８年度　 7,600

小中一貫校整備運営費 令和７年度 ～ 令和８年度　 36,500

中学校施設改修事業 令和７年度 ～ 令和８年度　 280,000

中学校施設長寿命化事業 令和７年度 ～ 令和８年度　 58,000

第２表　債務負担行為

期　　　　　　　間事　　　　　　　　項 限　 度　 額
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起  債  の  目  的 限  度  額 起債の方法   利     率  償  還  の  方  法

千円

庁舎整備事業 243,700

地区センター・公民館整備事業 991,300

市民会館整備事業 43,400

交流館整備事業 18,300

防災施設整備事業 22,600

障がい者施設整備事業 2,500

老人福祉施設整備事業 58,500

保育所整備事業 54,300

保育所解体事業 342,900

学童保育室整備事業 3,300

児童館整備事業 3,700

保健所整備事業 4,200

農道整備事業 12,600

かんがい排水整備事業 76,100

農業施設整備事業 9,600

水辺施設周辺環境整備事業 39,800

道路整備事業 426,500

河川整備事業 1,166,500

街路整備事業 308,500

公園整備事業 294,400

緑道整備事業 6,000

排水路整備事業 117,900

消防施設整備事業 2,469,900

科学技術体験センター整備事業 4,500

学校施設整備事業 3,848,700

小中一貫校整備事業 1,792,600

日本文化伝承の館整備事業 23,100

文化財施設整備事業 3,600

給食センター整備事業 68,000

体育施設整備事業 139,700

第３表　地方債

 普通貸借又は
 証券発行

4.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金について
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

政府資金についてはそ
の融資条件により、銀
行その他の場合にはそ
の債権者と協定する事
項による。ただし、市
財政その他の都合によ
り据置期間及び償還期
限を短縮し、もしくは
繰上償還又は低利に借
り換えることができ
る。
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給　与　費　明　細　書
１　特　別　職

（年間支給率・月分） 総合事務組合

報  酬 給　料 期末手当 計 退職手当負担金

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(4.60)

長　等 4 39,400 18,100 57,500 9,520 3,940 70,960

(4.60)

議　員 32 221,980 102,380 324,360 60,340 384,700

本年度

3,458 329,350 329,350 329,350

計 3,494 551,330 39,400 120,480 711,210 69,860 3,940 785,010

(4.50)

長　等 4 39,400 17,700 57,100 7,960 5,120 70,180

(4.50)

議　員 32 221,980 100,160 322,140 65,680 387,820

前年度

1,925 178,530 178,530 178,530

計 1,961 400,510 39,400 117,860 557,770 73,640 5,120 636,530

長　等 0 0 400 400 1,560 △ 1,180 780

議　員 0 0 2,220 2,220 △ 5,340 △ 3,120

比　較

1,533 150,820 150,820 150,820

計 1,533 150,820 0 2,620 153,440 △ 3,780 △ 1,180 148,480

その他の
特 別 職

給　　　与　　　費

その他の
特 別 職

合   計区　　分 職員数 共 済 費

その他の
特 別 職
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２　一　般　職

　（１）総　括

給　　　与　　　費 総合事務組合

区　分 職 員 数 共 済 費 退 職 手 当 合　　計
負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ 1,672 ）

2,312

（ 1,468 ）

2,327

（ 204 ）

△ 15

※（　）は短時間勤務職員の状況　（以下、「２一般職（１）総括　ア、イ」及び「２一般職（３）給料及び職員手当の状況　ウ」

　において同様）

報　　酬 職員手当 計

人 

2,631,010 7,231,760 18,929,870

前年度 2,252,400 6,679,550 17,649,950 3,354,230

比　較 378,610 552,210 1,279,920 199,310 1,297,910

給　　料

9,067,100

8,718,000

349,100 △ 181,320

3,553,540 1,139,060 23,622,470

1,320,380 22,324,560

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 超過勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度 277,500 562,500 201,400 207,800 47,480 530,990

前 年 度 259,200 541,000 215,100 199,700 47,310 431,590

職員手当 比 較 18,300 21,500 △ 13,700 8,100 170 99,400

の 内 訳 区 分 休 日 給 夜 勤 手 当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度 99,030 12,900 224,100 2,827,320 2,240,740

前 年 度 96,120 12,900 218,800 2,608,840 2,048,990

比 較 2,910 0 5,300 218,480 191,750
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　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

給　　　与　　　費 総合事務組合

区　　分 職 員 数 共　済　費 退 職 手 当 合　　計
負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ 76 ）

2,312

（ 97 ）

2,327

（ △ 21 ）

△ 15

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 超過勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度 277,500 562,500 201,400 207,800 47,480 530,990

前 年 度 259,200 541,000 215,100 199,700 47,310 431,590

職員手当 比 較 18,300 21,500 △ 13,700 8,100 170 99,400

の 内 訳 区 分 休 日 給 夜 勤 手 当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度 99,030 12,900 224,100 2,350,300 1,842,600

前 年 度 96,120 12,900 218,800 2,212,800 1,718,800

比 較 2,910 0 5,300 137,500 123,800

給　　料 職員手当 計

人 

9,067,100 6,356,600 15,423,700 3,007,980 1,139,060 19,570,740

前年度 8,718,000 5,953,320 14,671,320 2,927,040 1,320,380 18,918,740

652,000比　較 349,100 403,280 752,380 80,940 △ 181,320
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　　　イ　会計年度任用職員

給　　　与　　　費 総合事務組合

区　分 職 員 数 共 済 費 退 職 手 当 合　　計
負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ 1,596 ）

（ 1,371 ）

（ 225 ）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

人 

545,560 4,051,730

前年度 2,252,400 726,230 2,978,630 427,190

2,631,010 875,160 3,506,170

3,405,820

118,370 645,910比　較 378,610 148,930 527,540

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 超過勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度

前 年 度

職員手当 比 較

の 内 訳 区 分 休 日 給 夜 勤 手 当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度 477,020 398,140

前 年 度 396,040 330,190

比 較 80,980 67,950
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　（２）給料及び職員手当の増減額の内訳

区分 増 減 額 説   　明

千円 千円 千円

349,100 給与改定 287,680 行政職給料表改定率　3.7％

に伴う

増減分

給 昇給に伴 130,559

う増加分

その他の △ 69,139 欠員補充、定数増

増減分 減に係る計上額の （職員数の異動状況）

増減分 常勤職員 　短時間勤務職員 （計）

△ 26,373 本年度 2,236 人 76 人 2,312 人

前年度 2,230 人 97 人 2,327 人

増　減 6 人 △ 21 人 △ 15 人

新陳代謝等に係る

増減分 （採用退職）

△ 42,766 112 人

料 82 人

552,210 給与改定 237,557 扶養手当

に伴う 19,460

職 増減分 地域手当

17,260

超過勤務手当

17,635

休日給

員 2,040

夜勤手当

406

住居手当

△ 20,184

手 期末手当

105,720

勤勉手当

95,220

当

その他の 314,653

増減分

配偶者に係る扶養手当の引き下げ及び子に係る
扶養手当の引上げによる増額

勤勉手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

前年度退職者

増減事由別内訳 備　　　　　　　　　考

本年度採用者

期末手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

給料の引上げに伴い給料を算定基礎とする関係
手当の増額

自宅に係る住居手当を引き下げたことによる減
額
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　（３）給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

一般行政職 現 業 職 消 防 職 保 育 士 職
看 護 保 健
衛 生 職

平均給料月額　（ 円 ） 336,130 337,598 310,869 314,990 322,594

令和6年10月1日現在 平均給与月額　（ 円 ） 418,795 415,953 404,390 370,902 394,155

（令和6年度改定後） 平均年齢　 （歳 ・月） 40.01 45.07 35.04 38.00 40.02

平均給料月額　（ 円 ） 326,398 327,504 302,236 302,202 311,316

令和5年10月1日現在 平均給与月額　（ 円 ） 407,245 405,859 391,667 357,198 381,817

（令和5年度改定後） 平均年齢　 （歳 ・月） 39.07 45.03 36.07 37.10 40.01

　　　イ　初任給の状況

区                 分

高　校　卒

大　学　卒

188,000

区                 分

越  谷  市

国

越  谷  市

国

一般行政職（円）

225,600 228,500

220,900220,000

現業職（円）

201,000 216,600

205,000
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　　　ウ　級別職員数の状況

区 区

分 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 分 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

222 19.2 239 20.8 102 30.5 99 29.6

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

267 23.1 266 23.2 123 36.7 129 38.5

（ ） （ ） （ 1 ） （ 3.2 ） （ 1 ） （ 10.0 ） （ 2 ） （ 12.5 ）

107 9.3 104 9.1 49 14.6 49 14.6

（ 23 ） （ 100.0 ） （ 30 ） （ 96.8 ） （ 9 ） （ 90.0 ） （ 14 ） （ 87.5 ）

316 27.3 305 26.5 61 18.2 58 17.3

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

89 7.7 90 7.8

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

108 9.3 102 8.9

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

26 2.3 23 2.0

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

21 1.8 20 1.7

（ 23 ） （ 100.0 ） （ 31 ） （ 100.0 ） （ 10 ） （ 100.0 ） （ 16 ） （ 100.0 ）

1,156 100.0 1,149 100.0 335 100.0 335 100.0

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

63 20.2 69 21.8 28 24.6 22 19.1

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

177 56.7 171 53.9 37 32.5 44 38.3

（ 8 ） （ 100.0 ） （ 11 ） （ 100.0 ） （ ） （ ） （ ） （ ）

68 21.8 73 23.0 24 21.0 25 21.7

（ ） （ ） （ ） （ ） （ 2 ） （ 100.0 ） （ 3 ） （ 100.0 ）

4 1.3 4 1.3 25 21.9 24 20.9

（ 8 ） （ 100.0 ） （ 11 ） （ 100.0 ） （ ） （ ） （ ） （ ）

312 100.0 317 100.0

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

124 34.6 120 33.8 （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

65 18.2 59 16.7 （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

49 13.7 52 14.7 （ 2 ） （ 100.0 ） （ 3 ） （ 100.0 ）

（ 34 ） （ 100.0 ） （ 34 ） （ 100.0 ） 114 100.0 115 100.0

70 19.6 71 20.1

（ ） （ ） （ ） （ ）

27 7.5 28 7.9

（ ） （ ） （ ） （ ）

18 5.0 18 5.1

（ ） （ ） （ ） （ ）

5 1.4 6 1.7

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ 34 ） （ 100.0 ） （ 34 ） （ 100.0 ）

358 100.0 354 100.0

4

計

％ 

計 計

6 6

7 7

8 8

3 3 3 3

計

4 4

5 5

6 6

7 7

2 2

8 8

3 3

1

人 ％ 

1

人 

1

人 ％ 

1

人 ％ 

1

人 ％ 

1

人 ％ 

看

護

保

健

衛

生

職

4 4 4

計 計 5 5

2 2 2 2

3

8 8 8 8

計 計 計 計

6 6 6 6

7 7 7 7

％ 

令和6年10月1日現在 令和5年10月1日現在 令和6年10月1日現在 令和5年10月1日現在

1

人 ％ 

1

人 ％ 

一

般

行

政

職

保

育

士

職

現

業

職

消

防

職

1

人 ％ 

1

人 

4 4 4 4

5 5 5 5

2 2 2 2

3 3 3

－　　－232



　　（級別の基準となる職務）

　　エ　昇給

※　行政職とは、主に行政職給料表適用者

　　オ　期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分

※  （　）は再任用職員の状況

有

有
(1.2) (2.4)

2,003

2,236

2,312

技能主査

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

職制上の段階

職務の級等に

よる加算措置

支　給　率　計

６号給      (人)

備　　考

6月 12月

前　年　度

区　　　　　　　　分

98.4

309

304

236

2,000

171

1,932

本　年　度

２号給      (人)

現　業　職
給食調理員 給食業務主任 技能指導員

自動車運転手 運転業務主任 統括技能主任 職　長

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人）

４　級

一般行政職 課 長 副部長 部 長主　任 主　査 主　幹

７　級区　　分 1　級 ２　級 ３　級 ８　級５　級 ６　級

主 事
副課長

1,744

代　表　的　な　職　種

314　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    2,327 2,013

技 能 労 務 職行　政　職
合　　計

239

65

96.596.7　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％）

４号給      (人)

６号給      (人)

８号給      (人)

号給数別内訳

　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    

1,761

2.30

技 師

308

58

　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％） 95.8 95.5 98.1

８号給      (人)

250
号給数別内訳

２号給      (人) 236 178

４号給      (人) 1,994

4.60

2.25 2.25 4.50

2.30 2.30 4.60

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人） 2,230 1,922

国の制度
(1.2)

本 年 度
(1.2) (1.2) (2.4)

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.35)

有

2.30
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　　キ　地域手当

支給対象

支給対象地域 支 給 率 職 員 数 備　　　　　考
   （ ％ ） 　   ( 人 ）    （ ％ ）

全　地　域 6 2,312 4

　　ク　特殊勤務手当

代　　表　　的　　な　　職　　種

0.3 0.1 2.3

夜間特殊業務手当、税務職員手当、特殊車両運転作業手当

社会福祉業務手当、早出勤務手当、防疫作業手当
代表的な特殊勤務手当の名称

消　防　職現　業　職一般行政職

20.8 21.1 85.5

国の指定基準
に基づく
支給率

支給対象職員の比率　　（％）

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種

0.5給料総額に対する比率　（％）

38.3
（令和6年10月1日現在）

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（支給率等）

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）
支給率等

国の制度

区　　分

２０年以上 ２５年以上 ３５年以上

勤続の者 勤続の者 勤続の者

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）

（月分）

24.586875

24.586875 33.27075 47.709 47.709

33.27075 47.709 47.709

備  　考
（月分）

最高限度 そ の 他 の
加算措置等

（月分） （月分）

－　　－234



　　ケ　その他の手当

区　　分 差　　異　　の　　内　　容

新築・購入（５年間）

住 居 手 当 異なる

借家、借間及び新築・購入以外の職員

交通用具　　２ｋｍ以上５ｋｍ未満

国 の 制 度
と の 異 同

通 勤 手 当 異なる

扶 養 手 当 同 じ

３,５００円

２,０００円

３,８００円
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期 間 金 額

千円 平成　　令和 千円

平成11年度までの
借入金額に対する
未償還元金及び利
子相当額の合計額

－

借入金280,000千円
及びこれに伴う利
子相当額の合計額

－

小学校空調設備設置運営費

3,365,100千円に金
利変動、物価変動
及び税制度の変更
による増減額を加
算した額

2,852,753

中学校空調設備設置運営費

1,675,200千円に金
利変動、物価変動
及び税制度の変更
による増減額を加
算した額

1,430,127

令和

140,800 34,466

129,000 3－6 79,365

2,380,000 3－6 186,566

147,800 3－6 88,233

242,000 100,650

339,000 70,195

109,400 52,151

14,900,000 千 円 に
金利変動、物価変
動及び税制度の変
更による増減額を
加算した額

－

1,466,000 284,000

7,400 2,676

1,810,000 593,000

282,000 54,000

5,770 1,056

男女共同参画支援センター管理運営委託料

越谷コミュニティセンター管理運営委託料

12－6
市土地開発公社に対する債務保証
（平成１１年度以前借入分）

県東南部地区重症心身障がい児施設整備事業

限  度  額 支 出 （ 見 込 ） 額

28－6

大相模小学校仮設教室賃借費

4－6

2－6

体育施設賃借費

          債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

          又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事                  項

28－6

市土地開発公社に対する債務保証
（平成１３年度借入分）

13－6

前 年 度 末 ま で の

川柳小学校第二仮設教室賃借費

川柳小学校第三仮設教室賃借費 5－6

土地改良施設維持管理適正化事業費負担金

土地改良施設維持管理適正化事業費負担金 5－6

小中一貫校整備モニタリング業務委託料 5－6

老人福祉センター管理運営委託料 5－6

小中一貫校整備運営費 5－6

越谷市民プール管理運営委託料

5－6

5－6

6
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期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令和 千円 千円 千円 千円 千円

7 年 度 か
ら償還完
了まで

限度額に同じ

7 年 度 か
ら償還完
了まで

限度額に同じ

7－11 531,723 531,723

7－11 254,270 254,270

7－22 106,334 106,334

7－8 49,635 49,635

7－25 2,193,434 2,193,434

7－8 59,567 30 59,537

7－9 141,350 141,350

7－10 268,805 268,805

7－9 57,249 57,249

7－22 限度額に同じ 2,505,800 7,452,600 412,600 4,529,000

7－10 1,182,000 5,000 1,177,000

7－9 4,724 4,724

7－8 1,217,000 215,180 1,001,820

7－10 228,000 116,000 112,000

7－10 4,714 4,714

特       定       財       源

左     の     財     源     内     訳

一 般 財 源

当 該 年 度 以 降

の 支 出 予 定 額
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期 間 金 額

千円 令和 千円

243,000 －

348,000 －

39,400 －

114,000 －

40,000 －

特別養護老人ホーム等施設整備促進事業 361,500 －

5,120 －

5,400 －

274,000 －

286,000 －

1,706,000 －

教育システム電算委託料 54,000 －

小学校施設改修事業 560,000 －

引越委託料 7,600 －

小中一貫校整備運営費 36,500 －

中学校施設改修事業 280,000 －

中学校施設長寿命化事業 58,000 －

支 出 （ 見 込 ） 額

前 年 度 末 ま で の

事                  項 限  度  額

－

土地改良施設維持管理適正化事業費負担金 －

緊急パトロール車購入費

（仮称）桜井分署建設工事費 －

－

応急対策工事費

－

－

－

－

消防指令システム等保守管理委託料 6

－

－

地域防災計画策定支援業務委託料

排水機場施設改修工事費 －

－

－

－

6

－

市民活動支援センター管理運営委託料

内部事務システム公金収納対応業務委託料

川柳地区センター・公民館整備事業
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期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令和 千円 千円 千円 千円 千円

7－12 243,000 171,000 72,000

7－9 348,000 9,900 2,610 335,490

7－8 39,400 39,400

7－8 114,000 55,500 58,500

7－8 40,000 40,000

7－8 361,500 314,400 47,100

7－11 5,120 5,120

7－8 5,400 5,400

7－8 274,000 274,000 0

7－8 286,000 286,000 0

7－8 1,706,000 1,279,400 170,000 256,600

7－8 54,000 54,000

7－8 560,000 129,000 357,400 27,600 46,000

7－8 7,600 7,600

7－8 36,500 36,500 0

7－8 280,000 67,000 181,200 12,500 19,300

7－8 58,000 58,000

特       定       財       源

左     の     財     源     内     訳

の 支 出 予 定 額
一 般 財 源

当 該 年 度 以 降
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千円 千円 千円 千円

36,373,357 12,596,700 3,603,325 45,366,732

（１） 9,203,022 1,319,300 545,208 9,977,114

（２） 3,993,580 465,200 391,393 4,067,387

（３） 1,030,711 4,200 179,391 855,520

（４） 0 0 0 0

（５） 761,241 98,300 76,763 782,778

（６） 849 39,800 850 39,799

（７） 10,548,078 2,319,800 1,216,879 11,650,999

（８） 1,959,948 2,469,900 263,317 4,166,531

（９） 8,875,928 5,880,200 929,524 13,826,604

（10） 0 0 0 0

40,621,116 0 3,808,261 36,812,855

（１） 60,102 0 46,284 13,818

（２） 410,920 0 25,683 385,237

（３） 257,040 0 16,060 240,980

（４） 39,893,054 0 3,720,234 36,172,820

76,994,473 12,596,700 7,411,586 82,179,587

当該年度末
現 在 高
見 込 額

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額

当該年度中
起債見込額

当該年度中増減見込

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

前々年度末
現 在 高

区　　　　　　　分

千円

0

42,870,795

1,688

２ そ   　  の  　   他

75,383,697

142,246

43,722,744

5,851,801

273,100

減 税 補 て ん 債

特別減収対策債

臨時財政対策債

436,603

9,191,403

1,908,257

1,309,381

合 計

衛 生 債

農 林 水 産 業 債

土 木 債

消 防 債

商 工 債

災 害 復 旧 債

教 育 債

労 働 債

減 収 補 て ん 債

１ 普    　 通   　  債

696,663

9,192,526

3,509,234

31,660,953

0

総 務 債

民 生 債
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令和７年度越谷市国民健康保険特別会計予算 

 

 令和７年度越谷市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２９，０６０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(１)保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用 

 

  令和７年（2025年）２月２５日提出 

 

埼玉県越谷市長  福 田   晃 
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1 6,175,000

1 国民健康保険税 6,175,000

2 10

1 手数料 10

3 10

1 国庫補助金 10

4 19,694,000

1 県補助金 19,694,000

5 10

1 財産運用収入 10

6 3,020,000

1 他会計繰入金 3,020,000

7 103,000

1 繰越金 103,000

8 67,970

1 延滞金及び過料 40,000

2 市預金利子 10

3 雑入 27,960

29,060,000

繰入金

第１表　　歳入歳出予算

歳　入

項 金　　　　　額

 千円

款

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計

国民健康保険税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入
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1 759,585

1 総務管理費 581,115

2 徴税費 177,050

3 運営協議会費 1,420

2 19,497,750

1 療養諸費 16,739,900

2 高額療養費 2,644,500

3 移送費 200

4 出産育児諸費 90,050

5 葬祭諸費 23,000

6 傷病手当金 100

3 8,397,000

1 医療給付費分 5,633,000

2 後期高齢者支援金等分 2,033,000

3 介護納付金分 731,000

4 319,420

1 保健事業費 319,420

5 10

1 基金積立金 10

6 10

1 公債費 10

7 80,000

1 償還金及び還付金 80,000

8 6,225

1 予備費 6,225

29,060,000

金　　　　　額

 千円

款

歳　出

項

総務費

予備費

歳　　出　　合　　計

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

保健事業費

基金積立金

公債費

諸支出金
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千円

特定保健指導委託料 令和７年度 ～ 令和８年度 21,000

第２表　債務負担行為

期　　　　　　　間事　　　　　　　　項 限　 度　 額
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国民健康保険特別会計予算説明書 
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給　与　費　明　細　書
　（１）総　括

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ 22 ）

36

（ 20 ）

36

（ 2 ）

※（　）は短時間勤務職員の状況　（以下、「（１）総括　ア、イ」及び「（３）給料及び職員手当の状況　ウ」において同様）

　

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,000 8,600 3,500 3,300 860 14,000 50

2,600 8,300 4,000 3,300 860 14,000 50

職員手当 400 300 △ 500 0 0 0 0

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

2,100 45,800 37,710

2,100 42,730 35,310

0 3,070 2,400

人 人 

21 54,880

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当 計

14,500 385,990

前年度 21 49,570 133,000 113,250 295,820 55,080 17,900 368,800

139,000 118,920 312,800 58,690

比　較 0 5,310 6,000 5,670 16,980 3,610 △ 3,400 17,190
0

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較
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　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ ）

36

（ ）

36

（ 0 ）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,000 8,600 3,500 3,300 860 14,000 50

2,600 8,300 4,000 3,300 860 14,000 50

職員手当 400 300 △ 500 0 0 0 0

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

2,100 35,400 29,000

2,100 33,400 27,500

0 2,000 1,500

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当 計

人 人 

21 1,080 139,000 239,890 46,500 14,500 300,890

前年度 21 540 133,000 96,110 229,650

99,810

前年度

44,500 17,900 292,050

比　較 0 540 6,000 3,700 10,240 2,000 △ 3,400 8,840
0

区　分

本年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較
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　　　イ　会計年度任用職員

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ 22 ）

（ 20 ）

（ 2 ）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

職員手当

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

10,400 8,710

9,330 7,810

1,070 900

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当 計

人 人 

53,800 72,910 12,190 85,100

前年度 49,030 17,140 66,170

19,110

前年度

10,580 76,750

比　較 4,770 1,970 6,740 1,610 8,350

区　分

本年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較
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　（２）給料及び職員手当の増減額の内訳

区分 増 減 額 説   　明

千円 千円 千円

6,000 給与改定 5,862 行政職給料表改定率　3.7％

に伴う

増減分

給 昇給に伴 2,129

う増加分

その他の △ 1,991 新陳代謝等に係る

増減分 増減分 （職員数の異動状況）

△ 1,991 常勤職員 　短時間勤務職員 （計）

本年度 36 人 0 人 36 人

前年度 36 人 0 人 36 人

増　減 0 人 0 人 0 人

（採用退職）

1 人

料 0 人

5,670 給与改定 4,136 扶養手当

に伴う 126

職 増減分 地域手当

352

超過勤務手当

360

員 休日給

42

住居手当

△ 336

期末手当

1,902

手 勤勉手当

1,690

当 その他の 1,534

増減分

配偶者に係る扶養手当の引き下げ及び子に係る
扶養手当の引上げによる増額

給料の引上げに伴い給料を算定基礎とする関係
手当の増額

勤勉手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

期末手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

前年度退職者

本年度採用者

自宅に係る住居手当を引き下げたことによる減
額

増減事由別内訳 備　　　　　　　　　考
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　（３）給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給の状況

201,000

国 188,000

大　学　卒

越  谷  市 225,600

国 220,000

高　校　卒

越  谷  市

平均給料月額　（ 円 ） 286,245

令和5年10月1日現在 平均給与月額　（ 円 ） 352,495

（令和5年度改定後）
平均年齢 （歳  ・ 月） 36.03

区                 分 一般行政職（円）

一般行政職 

379,394

35.09

区                 分

令和6年10月1日現在

（令和6年度改定後）

平均給料月額　（ 円 ）

平均給与月額　（ 円 ）

平均年齢 （歳  ・ 月）

297,744
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　　　ウ　級別職員数の状況

区

分 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（ ） （ ） （ ） （ ）

11 30.5 12 32.4

一 （ ） （ ） （ ） （ ）

12 33.3 14 37.9

（ ） （ ） （ ） （ ）

般 6 16.7 2 5.4

（ ） （ ） （ ） （ ）

4 11.1 6 16.2

行 （ ） （ ） （ ） （ ）

2 5.6 2 5.4

（ ） （ ） （ ） （ ）

政 1 2.8

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 2.7

職 （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

36 100.0 37 100.0

令和6年10月1日現在 令和5年10月1日現在

1

人 ％ 

1

人 ％ 

4 4

5 5

2 2

3 3

8 8

計 計

6 6

7 7

　　（級別の基準となる職務）

技 師
一般行政職 課 長 副部長 部 長主　任 主　査 主　幹 副課長

４　級 ５　級 ６　級 ７　級

主 事

区　　分 1　級 ２　級 ３　級 ８　級
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　　エ　昇給

※　行政職とは、行政職給料表適用者

　　オ　期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分

※  （　）は再任用職員の状況

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

35 35 0

（支給率等）

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）

区　　　　　　　　分 合　　計
代　表　的　な　職　種

行　政　職 技 能 労 務 職

２号給      (人) 1 1

６号給      (人)

0

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人） 36 36 0

　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    36

47.709

36

号給数別内訳
本　年　度

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）
支給率等

８号給      (人)

　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0 100.0

有

区　　分
２０年以上 ２５年以上

0.0

0

４号給      (人)

国の制度
(1.2)

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.35)

有

本 年 度

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709

３５年以上
最高限度 そ の 他 の

加算措置等
勤続の者

（月分） （月分） （月分） （月分）

勤続の者 勤続の者

24.586875 33.27075 47.709

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計 備　　考

6月 12月

職制上の段階

職務の級等に

よる加算措置

(1.2) (1.2) (2.4)

前　年　度

　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    36 36

号給数別内訳

２号給      (人) 3 3

６号給      (人)

　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0 100.0

0

４号給      (人) 33 33 0

0

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人） 36 36 0

4.60

備  　考

(2.4)

0.0

８号給      (人)

有

2.30 2.30 4.60

2.25 2.25 4.50

2.30 2.30

(1.2)
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　　キ　地域手当

支給対象

支給対象地域 支 給 率 職 員 数 備　　　　　考
   （ ％ ） 　   ( 人 ）    （ ％ ）

全　地　域 6 36 4

　　ク　特殊勤務手当

一　般　行　政　職

税務職員手当、徴収手当

　　ケ　その他の手当

区　　分 差　　異　　の　　内　　容

新築・購入（５年間）

住 居 手 当 異なる

借家、借間及び新築・購入以外の職員

交通用具　　２ｋｍ以上５ｋｍ未満

３，８００円

通 勤 手 当 異なる

国 の 制 度
と の 異 同

扶 養 手 当 同 じ

３，５００円

２，０００円

国の指定基準
に基づく
支給率

区　　　　　　　　　分

給料総額に対する比率　（％）

支給対象職員の比率　　（％）

全　職　種

代表的な特殊勤務手当の名称

0.6

代　表　的　な　職　種

（令和6年10月1日現在）

0.6

55.6 55.6
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期 間 金 額

千円 令和 千円

21,000 － －特定保健指導委託料

支 出 （ 見 込 ） 額事                  項 限  度  額

          債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

          又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前 年 度 末 ま で の
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期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令和 千円 千円 千円 千円 千円

7－8 21,000 3,100 17,900

左     の     財     源     内     訳

特       定       財       源
一 般 財 源

当 該 年 度 以 降

の 支 出 予 定 額
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後期高齢者医療特別会計予算 
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令和７年度越谷市後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和７年度越谷市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５，６７０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

 

  令和７年（2025年）２月２５日提出 

 

埼玉県越谷市長  福 田   晃 
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1 4,595,000

1 後期高齢者医療保険料 4,595,000

2 10

1 手数料 10

3 1,053,000

1 他会計繰入金 1,053,000

4 13,860

1 繰越金 13,860

5 8,130

1 延滞金加算及び過料 1,010

2 償還金及び還付加算金 7,100

3 市預金利子 10

4 雑入 10

5,670,000

第１表　　歳入歳出予算

歳　入

項 金　　　　　額

 千円

款

保険料

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計
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1 167,470

1 総務管理費 119,260

2 徴収費 48,210

2 5,481,000

1 後期高齢者医療広域連合納付金 5,481,000

3 7,100

1 償還金及び還付加算金 7,100

4 14,430

1 予備費 14,430

5,670,000

金　　　　　額

 千円

款

歳　出

項

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸支出金

予備費

歳　　出　　合　　計
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後期高齢者医療特別会計予算説明書 
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給　与　費　明　細　書
　（１）総　括

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ 3 ）

9

（ 2 ）

8

（ 1 ）

※（　）は短時間勤務職員の状況　（以下、「（１）総括　ア、イ」及び「（３）給料及び職員手当の状況　ウ」において同様）

　

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,200 2,400 1,000 700 1,600 50

1,200 2,200 1,000 700 1,600 50

職員手当 0 200 0 0 0 0

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

600 12,240 10,490

600 9,360 8,720

0 2,880 1,770

人 人 

7,620

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当 計

4,100 95,900

前年度 4,430 34,500 25,430 64,360 12,980 4,800 82,140

38,500 30,280 76,400 15,400

比　較 3,190 4,000 4,850 12,040 2,420 △ 700 13,760
1

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較
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　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ ）

9

（ ）

8

（ ）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,200 2,400 1,000 700 1,600 50

1,200 2,200 1,000 700 1,600 50

職員手当 0 200 0 0 0 0

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

600 10,700 9,200

600 8,500 8,000

0 2,200 1,200

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当 計

人 人 

38,500 65,950 13,600 4,100 83,650

前年度 34,500 23,850 58,350

27,450

前年度

12,000 4,800 75,150

比　較 4,000 3,600 7,600 1,600 △ 700 8,500
1

区　分

本年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較
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　　　イ　会計年度任用職員

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ 3 ）

（ 2 ）

（ 1 ）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

職員手当

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

1,540 1,290

860 720

680 570

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当 計

人 人 

7,620 10,450 1,800 12,250

前年度 4,430 1,580 6,010

2,830

前年度

980 6,990

比　較 3,190 1,250 4,440 820 5,260

区　分

本年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較
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　（２）給料及び職員手当の増減額の内訳

区分 増 減 額 説   　明

千円 千円 千円

4,000 給与改定 1,024 行政職給料表改定率　3.7％

に伴う

増減分

給 昇給に伴 452

う増加分

その他の 2,524 欠員補充、定数増

増減分 減に係る計上額の （職員数の異動状況）

増減分 常勤職員 　短時間勤務職員 （計）

3,986 本年度 9 人 0 人 9 人

前年度 8 人 0 人 8 人

増　減 1 人 0 人 1 人

新陳代謝等に係る

増減分 （採用退職）

△ 1,462 0 人

料 0 人

4,850 給与改定 847 扶養手当

に伴う 12

職 増減分 地域手当

62

超過勤務手当

63

員 休日給

8

住居手当

△ 7

期末手当

373

手 勤勉手当

336

当 その他の 4,003

増減分

配偶者に係る扶養手当の引き下げ及び子に係る
扶養手当の引上げによる増額

給料の引上げに伴い給料を算定基礎とする関係
手当の増額

期末手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

勤勉手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

前年度退職者

本年度採用者

自宅に係る住居手当を引き下げたことによる減
額

増減事由別内訳 備　　　　　　　　　考
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　（３）給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給の状況

大　学　卒

国

越  谷  市

国

310,175

平均給与月額　（ 円 ） 373,068

平均年齢 （歳  ・ 月） 38.02

一般行政職（円）区                 分

令和5年10月1日現在

（令和5年度改定後）

平均給料月額　（ 円 ）

225,600

220,000

201,000

188,000

平均年齢 （歳  ・ 月）

316,637

一般行政職 

越  谷  市

384,876

38.00

区                 分

令和6年10月1日現在

（令和6年度改定後）

平均給料月額　（ 円 ）

平均給与月額　（ 円 ）

高　校　卒
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　　　ウ　級別職員数の状況

区

分 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 12.5 1 12.5

一 （ ） （ ） （ ） （ ）

3 37.5 3 37.5

（ ） （ ） （ ） （ ）

般 1 12.5

（ ） （ ） （ ） （ ）

3 37.5 3 37.5

行 （ ） （ ） （ ） （ ）

1 12.5

（ ） （ ） （ ） （ ）

政

（ ） （ ） （ ） （ ）

職 （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

8 100.0 8 100.0

令和6年10月1日現在 令和5年10月1日現在

1

人 ％ 

1

人 ％ 

4 4

5 5

2 2

3 3

8 8

計 計

6 6

7 7

　　（級別の基準となる職務）

技 師
一般行政職 課 長 副部長 部 長主　任 主　査 主　幹 副課長

４　級 ５　級 ６　級 ７　級

主 事

区　　分 1　級 ２　級 ３　級 ８　級
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　　エ　昇給

※　行政職とは、行政職給料表適用者

　　オ　期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分

※  （　）は再任用職員の状況

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（支給率等）

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）
国の制度

本　年　度

　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    9 9

号給数別内訳

２号給      (人)

６号給      (人)

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人） 9 9

４号給      (人) 9 9

支給率等

そ の 他 の
加算措置等

備  　考
（月分）

勤続の者 勤続の者 勤続の者

（月分） （月分） （月分）
区　　分

２０年以上 ２５年以上

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）
24.586875 33.27075 47.709 47.709

国の制度
(1.2) (1.2)

３５年以上
最高限度

(2.4)

８号給      (人)

有

有

(1.2)

2.30 2.30

2.25 2.25 4.50

2.30 2.30 4.60

区　　　　　　　　分 合　　計

8

　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0

(2.35)(1.175)

代　表　的　な　職　種

行　政　職 技 能 労 務 職

本 年 度
(1.2)

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

職制上の段階

職務の級等に

よる加算措置

支 給 率 計

6月 12月

(2.4)

前 年 度
(1.175)

100.0 100.0

８号給      (人)

　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％）

前　年　度

　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    8

号給数別内訳

２号給      (人)

６号給      (人)

４号給      (人) 8 8

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人） 8 8

100.0

0.0

0

0

0

0

0

有

0.0

0

備　　考

4.60
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　　キ　地域手当

支給対象

支給対象地域 支 給 率 職 員 数 備　　　　　考
   （ ％ ） 　   ( 人 ）    （ ％ ）

全　地　域 6 9 4

　　ク　その他の手当

区　　分 差　　異　　の　　内　　容

新築・購入（５年間）

住 居 手 当 異なる

借家、借間及び新築・購入以外の職員

交通用具　　２ｋｍ以上５ｋｍ未満

国の指定基準
に基づく
支給率

国 の 制 度
と の 異 同

通 勤 手 当 異なる

扶 養 手 当 同 じ

３，５００円

２，０００円

３，８００円
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令和７年度越谷市介護保険特別会計予算 

 

 令和７年度越谷市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２３，９７０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

２００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(１)保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用 

 

  令和７年（2025年）２月２５日提出 

 

埼玉県越谷市長  福 田   晃 
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1 5,920,000

1 介護保険料 5,920,000

2 10

1 手数料 10

3 4,576,050

1 国庫負担金 4,420,010

2 国庫補助金 156,040

4 6,132,020

1 支払基金交付金 6,132,020

5 2,856,050

1 県負担金 2,764,010

2 財政安定化基金支出金 20

3 県補助金 92,020

6 10

1 財産運用収入 10

7 4,472,000

1 他会計繰入金 3,962,000

2 基金繰入金 510,000

8 13,480

1 繰越金 13,480

9 380

1 延滞金加算金及び過料 20

2 市預金利子 10

3 貸付金元利収入 100

4 雑入 250

23,970,000

第１表　　歳入歳出予算

歳　入

項 金　　　　　額

 千円

款

保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計
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1 820,392

1 総務管理費 592,050

2 徴収費 40,500

3 介護認定審査会費 184,592

4 趣旨普及費 2,000

5 運営協議会費 1,250

2 22,117,200

1 介護サービス等諸費 20,478,400

2 介護予防サービス等諸費 601,300

3 その他諸費 16,000

4 高額介護サービス等費 500,400

5 高額医療合算介護サービス等費 100,500

6 特定入所者介護サービス等費 420,600

3 10

1 財政安定化基金拠出金 10

4 690,490

1 介護予防・生活支援サービス事業費 581,690

2 一般介護予防事業費 5,420

3 包括的支援事業・任意事業費 101,780

4 その他諸費 1,600

5 10

1 基金積立金 10

6 10

1 公債費 10

7 109,930

1 償還金及び還付加算金 10,120

金　　　　　額

 千円

款

歳　出

項

総務費

保険給付費

財政安定化基金拠出金

地域支援事業費

基金積立金

公債費

諸支出金
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2 延滞金 10

3 繰出金 99,800

8 231,958

1 予備費 231,958

23,970,000

款

予備費

歳　　出　　合　　計

 千円

項 金　　　　　額
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千円

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
策定支援業務委託料

令和７年度 ～ 令和８年度 11,000

システム標準化業務委託料 令和７年度 ～ 令和８年度 64,000

第２表　債務負担行為

事　　　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　 度　 額
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介護保険特別会計予算説明書 
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給　与　費　明　細　書
　（１）総　括

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ 15 ）

51

（ 13 ）

49

（ 2 ）

※（　）は短時間勤務職員の状況　（以下、「（１）総括　ア、イ」及び「（３）給料及び職員手当の状況　ウ」において同様）

　

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,500 13,200 3,800 4,100 19,000 50

4,100 12,000 4,300 3,800 13,500 50

職員手当 400 1,200 △ 500 300 5,500 0

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

6,500 64,550 55,190

6,500 53,490 43,430

0 11,060 11,760

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

59,260 11,810 △ 3,000 68,070
2

514,740

215,500 170,890 477,210 82,800 22,800 582,810

417,950 70,990 25,800

比　較 ▲ 1 8,040 21,500 29,720

前年度 133 82,780 194,000 141,170

人 人 

132 90,820

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当 計
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　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ ）

51

（ ）

49

（ 0 ）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,500 13,200 3,800 4,100 19,000 50

4,100 12,000 4,300 3,800 13,500 50

職員手当 400 1,200 △ 500 300 5,500 0

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

6,500 56,700 48,600

6,500 47,000 38,000

0 9,700 10,600

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

本年度

前年度

64,000 25,800 465,120

49,840 9,300 △ 3,000 56,140
2

区　分

比　較 ▲ 1 1,140 21,500 27,200

73,300 22,800 521,260

前年度 133 52,070 194,000 129,250 375,320

156,450 425,160

人 人 

132 53,210 215,500

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当 計
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　　　イ　会計年度任用職員

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ 15 ）

（ 13 ）

（ 2 ）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

職員手当

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

7,850 6,590

6,490 5,430

1,360 1,160

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

本年度

前年度

6,990 49,620

9,420 2,510 11,930

区　分

比　較 6,900 2,520

9,500 61,550

前年度 30,710 11,920 42,630

14,440 52,050

人 人 

37,610

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当 計
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　（２）給料及び職員手当の増減額の内訳

区分 増 減 額 説   　明

千円 千円 千円

21,500 給与改定 5,890 行政職給料表改定率　3.7％

に伴う

増減分

給 昇給に伴 2,314

う増加分

その他の 13,296 欠員補充、定数増

増減分 減に係る計上額の （職員数の異動状況）

増減分 常勤職員 　短時間勤務職員 （計）

5,342 本年度 51 人 0 人 51 人

前年度 49 人 0 人 49 人

増　減 2 人 0 人 2 人

新陳代謝等に係る

増減分 （採用退職）

7,954 3 人

料 0 人

29,720 給与改定 4,681 扶養手当

に伴う 270

職 増減分 地域手当

354

超過勤務手当

362

員 休日給

42

住居手当

△ 516

期末手当

2,182

手 勤勉手当

1,987

当 その他の 25,039

増減分

配偶者に係る扶養手当の引き下げ及び子に係る
扶養手当の引上げによる増額

給料の引上げに伴い給料を算定基礎とする関係
手当の増額

期末手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

勤勉手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

増減事由別内訳 備　　　　　　　　　考

本年度採用者

前年度退職者

自宅に係る住居手当を引き下げたことによる減
額
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　（３）給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

一般行政職 現 業 職
看 護 保 健
衛 生 職

342,143 373,550 319,511

令和6年10月1日現在 464,744 429,174 448,927

（令和6年度改定後）
40.11 51.10 39.09

323,393 365,987 294,950

令和5年10月1日現在 429,178 420,987 410,642

（令和5年度改定後）
39.03 50.10 37.05

　　　イ　初任給の状況

大　学　卒

越  谷  市 225,600 228,500

国 220,000 220,900

区                 分 一般行政職　（円） 現業職　（円）

高　校　卒

越  谷  市 201,000 216,600

国 188,000 205,000

区                 分

平均給与月額　（ 円 ）

平均年齢 （歳  ・ 月）

平均給料月額　（ 円 ）

平均給与月額　（ 円 ）

平均年齢 （歳  ・ 月）

平均給料月額　（ 円 ）

－　　－370



　　　ウ　級別職員数の状況

区 区

分 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 分 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

6 18.7 6 19.4 1 11.1 3 50.0

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

8 25.0 9 29.1 4 44.5

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

2 6.3 1 3.2 1 11.1 1 16.7

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

8 25.0 7 22.6 3 33.3 2 33.3

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

2 6.3 1 3.2

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

4 12.5 5 16.1

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

1 3.1 1 3.2

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

1 3.1 1 3.2

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

32 100.0 31 100.0 9 100.0 6 100.0

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

5 62.5 5 62.5

（ ） （ ） （ ） （ ）

3 37.5 3 37.5

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

8 100.0 8 100.0

4 4

7 7 7 7

6 6

3 3 3 3

計

8 8 8 8

5 5

令和6年10月1日現在 令和5年10月1日現在 令和6年10月1日現在 令和5年10月1日現在

人 ％ 人 ％ 

1

人 

1

人 ％ 

1
看

護

保

健

衛

生

職

4 4

計 計 計

6 6

5 5

2 2 2 2

％ 

1
一

般

行

政

職

現

業

職

計 計

2 2

4 4

人 ％ 

1

人 ％ 

1

3 3

　　（級別の基準となる職務）

技 師

現　業　職 福祉業務員 福祉業務主任 統括技能主任

区　　分 1　級 ２　級 ３　級 ７　級

一般行政職 課 長主　任 主　査 部 長

８　級４　級 ５　級 ６　級

職　長

技能指導員

主 事
副部長主　幹 副課長
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　　エ　昇給

※　行政職とは、行政職給料表適用者

　　オ　期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分

※  （　）は再任用職員の状況

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

本　年　度

　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    51 43

号給数別内訳

２号給      (人) 5 3

６号給      (人)

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人） 51 43

４号給      (人) 46 40

８号給      (人)

有

区　　分
２０年以上 ２５年以上 ３５年以上

最高限度 そ の 他 の
加算措置等

備  　考

（支給率等）

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）
国の制度 24.586875

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）
支給率等

（月分） （月分） （月分）

24.586875

国の制度

33.27075 47.709 47.709

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.35)

2.30 2.30 4.60

2.25 2.25 4.50

1

100.0

本 年 度

1

40 7

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

職制上の段階

職務の級等に

よる加算措置

支 給 率 計 備　　考

6月 12月

前　年　度

　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    49

有

　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0 100.0

(1.2) (1.2) (2.4)

　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0

41 8

100.0

41 8

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人） 49

代　表　的　な　職　種

行　政　職 技 能 労 務 職
区　　　　　　　　分 合　　計

号給数別内訳

２号給      (人) 2

６号給      (人)

４号給      (人) 47

100.0

8

8

2

6

８号給      (人)

有

勤続の者 勤続の者 勤続の者

（月分）

33.27075 47.709 47.709

(1.2) (1.2) (2.4)

2.30 2.30 4.60
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　　キ　地域手当

支給対象

支給対象地域 支 給 率 職 員 数 備　　　　　考
   （ ％ ） 　   ( 人 ）    （ ％ ）

全　地　域 6 51 4

　　ク　その他の手当

区　　分 差　　異　　の　　内　　容

新築・購入（５年間）

住 居 手 当 異なる

借家、借間及び新築・購入以外の職員

交通用具　　２ｋｍ以上５ｋｍ未満

国の指定基準
に基づく
支給率

国 の 制 度
と の 異 同

通 勤 手 当 異なる

扶 養 手 当 同 じ

３，５００円

２，０００円

３，８００円
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期 間 金 額

千円 令和 千円

11,000 － －

64,000 － －

          債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

          又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事                  項 限  度  額

前 年 度 末 ま で の

支 出 （ 見 込 ） 額

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定
支援業務委託料

システム標準化業務委託料
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期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令和 千円 千円 千円 千円 千円

7－8 11,000 11,000

7－8 64,000 64,000

当 該 年 度 以 降 左     の     財     源     内     訳

の 支 出 予 定 額 特       定       財       源
一 般 財 源
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母子父子寡婦福祉資金貸付金 

特別会計予算  
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令和７年度越谷市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計予算 

 

 令和７年度越谷市の母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計の予算は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５４，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３０，０００千円と定める。 

 

  令和７年（2025年）２月２５日提出 

 

埼玉県越谷市長  福 田   晃 
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1 300

1 他会計繰入金 300

2 40,000

1 繰越金 40,000

3 13,700

1 市預金利子 10

2 貸付金元利収入 13,340

3 雑入 350

54,000

第１表　　歳入歳出予算

歳　入

項 金　　　　　額

 千円

款

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計
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1 43,300

1 総務費 43,300

2 10,700

1 公債費 10,700

54,000

歳　出

項

母子父子寡婦福祉資金貸付費

公債費

歳　　出　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款
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母子父子寡婦福祉資金貸付金 

特別会計予算説明書 
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千円 千円 千円 千円

42,436 0 10,400 32,03645,484
母 子 父 子 寡 婦 福
祉 資 金 貸 付 金

区　　　　　　　　分

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中
起債見込額

当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額

当該年度末
現 在 高
見 込 額

当該年度中増減見込
前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

千円

前々年度末
現 在 高
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東越谷土地区画整理事業費 

特別会計予算  
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令和７年度越谷都市計画事業東越谷土地区画整理事業費特別会計予算 

 

 令和７年度越谷市の都市計画事業東越谷土地区画整理事業費特別会計の予算は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

１０，０００千円と定める。 

 

  令和７年（2025年）２月２５日提出 

 

埼玉県越谷市長  福 田   晃 

－　　－397



1 6,000

1 他会計繰入金 6,000

2 22,180

1 繰越金 22,180

3 1,800

1 換地清算徴収金 1,800

4 20

1 延滞金 10

2 市預金利子 10

30,000

第１表　　歳入歳出予算

歳　入

項 金　　　　　額

 千円

款

繰入金

繰越金

換地清算金

諸収入

歳　　入　　合　　計
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1 12,780

1 総務管理費 12,780

2 1,090

1 事業費 1,090

3 5,330

1 公債費 5,330

4 10,800

1 予備費 10,800

30,000

金　　　　　額

 千円

款

歳　出

項

総務費

事業費

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計
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東越谷土地区画整理事業費 

特別会計予算説明書 
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給　与　費　明　細　書
　（１）総　括

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ ）

1

（ ）

1

（ ）

※（　）は短時間勤務職員の状況　（以下、「（１）総括　ア、イ」及び「（３）給料及び職員手当の状況　ウ」において同様）

　

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

100 400 500 300 90 10

100 400 500 300 90 10

職員手当 0 0 0 0 0 0

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

1,500 1,100

1,500 1,100

0 0

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

0 0 0 0
0

12,600

5,600 4,000 9,600 2,200 800 12,600

9,600 2,200 800

比　較 0 0

前年度 5,600 4,000

人 人 

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当 計
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　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ ）

1

（ ）

1

（ ）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

100 400 500 300 90 10

100 400 500 300 90 10

職員手当 0 0 0 0 0 0

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

1,500 1,100

1,500 1,100

0 0

計

人 人 

5,600

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当

0
0

区　分

前年度 5,600 4,000

0 0 0 0

12,6004,000

2,200 800 12,6009,600

9,600 2,200 800

比　較

比　較 0

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

本年度
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　　　イ　会計年度任用職員

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ ）

（ ）

（ ）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

職員手当

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

計

人 人 

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当

区　分

前年度

比　較

比　較

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

本年度
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　（２）給料及び職員手当の増減額の内訳

区分 増 減 額 説   　明

千円 千円 千円

0 給与改定 51 行政職給料表改定率　3.7％

に伴う

増減分

給 昇給に伴 3

う増加分

その他の △ 54 新陳代謝等に係る

増減分 増減分 （職員数の異動状況）

△ 54 常勤職員 　短時間勤務職員 （計）

本年度 1 人 0 人 1 人

前年度 1 人 0 人 1 人

増　減 0 人 0 人 0 人

（採用退職）

0 人

料 1 人

0 給与改定 67 地域手当

に伴う 4

職 増減分 超過勤務手当

4

休日給

1

員 住居手当

△ 12

期末手当

36

手 勤勉手当

34

当 その他の △ 67

増減分

期末手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

勤勉手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

増減事由別内訳 備　　　　　　　　　考

給料の引上げに伴い給料を算定基礎とする関係
手当の増額

本年度採用者

前年度退職者

自宅に係る住居手当を引き下げたことによる減
額
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　（３）給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給の状況

大　学　卒

越  谷  市 225,600

国 220,000

国 188,000

一般行政職 

453,828

53.06

393,800

区                 分

令和6年10月1日現在

（令和6年度改定後）

令和5年10月1日現在

区                 分 一般行政職（円）

高　校　卒

越  谷  市 201,000

（令和5年度改定後）

429,758

52.06

平均給料月額　（ 円 ）

平均給与月額　（ 円 ）

平均年齢 （歳  ・ 月）

平均給料月額　（ 円 ）

平均給与月額　（ 円 ）

平均年齢 （歳  ・ 月）

398,000
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　　　ウ　級別職員数の状況

区

分 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（ ） （ ） （ ） （ ）

一 （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

般

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 100.0 1 100.0

行 （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

政

（ ） （ ） （ ） （ ）

職 （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 100.0 1 100.0

令和6年10月1日現在 令和5年10月1日現在

1

人 ％ 

1

人 ％ 

4 4

5 5

2 2

3 3

8 8

計 計

6 6

7 7

　　（級別の基準となる職務）

技 師
一般行政職 課 長 副部長 部 長主　任 主　査 主　幹 副課長

４　級 ５　級 ６　級 ７　級

主 事

区　　分 1　級 ２　級 ３　級 ８　級
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　　エ　昇給

※　行政職とは、行政職給料表適用者

　　オ　期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分

※  （　）は再任用職員の状況

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

本　年　度

　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    1 1

号給数別内訳

２号給      (人)

６号給      (人)

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人） 1 1

４号給      (人) 1 1

８号給      (人)

有

区　　分
２０年以上 ２５年以上 ３５年以上

最高限度 そ の 他 の
加算措置等

備  　考

（支給率等）

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）
国の制度 24.586875

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）
支給率等

（月分） （月分） （月分）

24.586875

国の制度

33.27075 47.709 47.709

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.35)

2.30 2.30 4.60

2.25 2.25 4.50

100.0

本 年 度

1 0

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

職制上の段階

職務の級等に

よる加算措置

支 給 率 計 備　　考

6月 12月

前　年　度

　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    1

有

　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0 0.0

(1.2) (1.2) (2.4)

　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0

1 0

100.0

1 0

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人） 1

代　表　的　な　職　種

行　政　職 技 能 労 務 職
区　　　　　　　　分 合　　計

号給数別内訳

２号給      (人)

６号給      (人)

４号給      (人) 1

0.0

0

0

0

８号給      (人)

有

勤続の者 勤続の者 勤続の者

（月分）

33.27075 47.709 47.709

(1.2) (1.2) (2.4)

2.30 2.30 4.60
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　　キ　地域手当

支給対象

支給対象地域 支 給 率 職 員 数 備　　　　　考
   （ ％ ） 　   ( 人 ）    （ ％ ）

全　地　域 6 1 4

　　ク　その他の手当

区　　分 差　　異　　の　　内　　容

新築・購入（５年間）

住 居 手 当 異なる

借家、借間及び新築・購入以外の職員

交通用具　　２ｋｍ以上５ｋｍ未満

国の指定基準
に基づく
支給率

国 の 制 度
と の 異 同

通 勤 手 当 異なる

扶 養 手 当 同 じ

３，５００円

２，０００円

３，８００円
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千円 千円 千円 千円

6,310 0 5,240 1,070

当該年度末
現 在 高
見 込 額

当該年度中増減見込
前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

千円

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

前々年度末
現 在 高 当該年度中

起債見込額

当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額

区　　　　　　　　分

21,311宅 地 造 成 債
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西大袋土地区画整理事業費 

特別会計予算  
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令和７年度越谷都市計画事業西大袋土地区画整理事業費特別会計予算 

 

 令和７年度越谷市の都市計画事業西大袋土地区画整理事業費特別会計の予算は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，２２０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

（地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

２００，０００千円と定める。 

 

  令和７年（2025年）２月２５日提出 

 

埼玉県越谷市長  福 田   晃 
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1 554,300

1 負担金 554,300

2 318,700

1 国庫補助金 318,700

3 720,000

1 他会計繰入金 720,000

4 42,690

1 繰越金 42,690

5 10

1 市預金利子 10

6 584,300

1 市債 584,300

2,220,000

第１表　　歳入歳出予算

歳　入

項 金　　　　　額

 千円

款

歳　　入　　合　　計

分担金及び負担金

国庫支出金

繰入金

繰越金

諸収入

市債
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1 75,125

1 総務管理費 75,125

2 1,465,710

1 事業費 1,465,710

3 644,970

1 公債費 644,970

4 34,195

1 予備費 34,195

2,220,000

金　　　　　額

 千円

款

歳　出

項

総務費

事業費

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計
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起  債  の  目  的 限  度  額 起債の方法 利     率 償  還  の  方  法

千円

  宅 地 造 成 事 業 584,300

第２表　地方債

 普通貸借又は
 証券発行

4.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金について
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

政府資金についてはそ
の融資条件により、銀
行その他の場合にはそ
の債権者と協定する事
項による。ただし、市
財政その他の都合によ
り据置期間及び償還期
限を短縮し、もしくは
繰上償還又は低利に借
り換えることができ
る。
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西大袋土地区画整理事業費 

特別会計予算説明書 
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給　与　費　明　細　書
　（１）総　括

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ ）

7

（ ）

7

（ ）

※（　）は短時間勤務職員の状況　（以下、「（１）総括　ア、イ」及び「（３）給料及び職員手当の状況　ウ」において同様）

　

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,500 2,000 1,500 800 1,400 30

1,500 2,000 1,500 800 1,400 30

職員手当 0 0 0 0 0 0

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

8,500 7,500

8,500 7,500

0 0比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

19

区　分

本年度

前年度

0
0

69,760

比　較 0 0 0 0 0 0 0

23,230330 31,000 54,560 11,000 4,200前年度

69,76019 330 31,000 23,230 54,560 11,000 4,200

人 人 

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当 計
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　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ ）

7

（ ）

7

（ ）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,500 2,000 1,500 800 1,400 30

1,500 2,000 1,500 800 1,400 30

職員手当 0 0 0 0 0 0

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

8,500 7,500

8,500 7,500

0 0

計

人 人 

19 330 31,000

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当

0
0

区　分

前年度 19 330 31,000 23,230

0 0 0 0

69,76023,230

11,000 4,200 69,76054,560

54,560 11,000 4,200

比　較

比　較 0 0 0

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

本年度
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　　　イ　会計年度任用職員

総合事務組合

区　分 共 済 費 退 職 手 当 合  計
特別職 一般職 負 担 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 （ ）

（ ）

（ ）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 休 日 給

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

職員手当

の 内 訳 夜勤手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円

計

人 人 

職　員　数
給　　　与　　　費

報  酬 給  料 職員手当

区　分

前年度

比　較

比　較

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

本年度
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　（２）給料及び職員手当の増減額の内訳

区分 増 減 額 説   　明

千円 千円 千円

0 給与改定 1,029 行政職給料表改定率　3.7％

に伴う

増減分

給 昇給に伴 453

う増加分

その他の △ 1,482 新陳代謝等に係る

増減分 増減分 （職員数の異動状況）

△ 1,482 常勤職員 　短時間勤務職員 （計）

本年度 7 人 0 人 7 人

前年度 7 人 0 人 7 人

増　減 0 人 0 人 0 人

（採用退職）

0 人

料 0 人

0 給与改定 784 扶養手当

に伴う 24

職 増減分 地域手当

62

超過勤務手当

64

員 休日給

8

住居手当

△ 48

期末手当

356

手 勤勉手当

318

当 その他の △ 784

増減分

勤勉手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

配偶者に係る扶養手当の引き下げ及び子に係る
扶養手当の引上げによる増額

給料の引上げに伴い給料を算定基礎とする関係
手当の増額

期末手当の年間支給月数を0.05月分引き上げた
ことによる増額

増減事由別内訳 備　　　　　　　　　考

本年度採用者

前年度退職者

自宅に係る住居手当を引き下げたことによる減
額
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　（３）給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給の状況

大　学　卒

越  谷  市 225,600

国 220,000

国 188,000

（令和5年度改定後）

369,181

37.04

平均給与月額　（ 円 ）

区                 分 一般行政職（円）

高　校　卒

越  谷  市 201,000

平均年齢 （歳  ・ 月）

303,428

一般行政職 

393,592

35.01

296,442

区                 分

令和6年10月1日現在

（令和6年度改定後）

令和5年10月1日現在

平均給料月額　（ 円 ）

平均給与月額　（ 円 ）

平均年齢 （歳  ・ 月）

平均給料月額　（ 円 ）
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　　　ウ　級別職員数の状況

区

分 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 14.2 2 28.6

一 （ ） （ ） （ ） （ ）

2 28.6 2 28.6

（ ） （ ） （ ） （ ）

般 2 28.6

（ ） （ ） （ ） （ ）

2 28.6 3 42.8

行 （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

政

（ ） （ ） （ ） （ ）

職 （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

7 100.0 7 100.0

令和6年10月1日現在 令和5年10月1日現在

1

人 ％ 

1

人 ％ 

4 4

5 5

2 2

3 3

8 8

計 計

6 6

7 7

　　（級別の基準となる職務）

技 師
一般行政職 課 長 副部長 部 長主　任 主　査 主　幹 副課長

４　級 ５　級 ６　級 ７　級

主 事

区　　分 1　級 ２　級 ３　級 ８　級
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　　エ　昇給

※　行政職とは、行政職給料表適用者

　　オ　期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分

※  （　）は再任用職員の状況

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

本　年　度

　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    7 7

号給数別内訳

２号給      (人)

６号給      (人)

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人） 7 7

４号給      (人) 7 7

８号給      (人)

有

区　　分
２０年以上 ２５年以上 ３５年以上

最高限度 そ の 他 の
加算措置等

備  　考

（支給率等）

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）
国の制度 24.586875

定年前早期
退職特例措置

（2%～45%加算）
支給率等

（月分） （月分） （月分）

24.586875

国の制度

33.27075 47.709 47.709

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.35)

2.30 2.30 4.60

2.25 2.25 4.50

1

100.0

本 年 度

0

6 0

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

職制上の段階

職務の級等に

よる加算措置

支 給 率 計 備　　考

6月 12月

前　年　度

　　職　　 員 　　数　（Ａ）  （人）    7

有

　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0 0.0

(1.2) (1.2) (2.4)

　　比   率　 （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0

7 0

100.0

7 0

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）  （人） 7

代　表　的　な　職　種

行　政　職 技 能 労 務 職
区　　　　　　　　分 合　　計

号給数別内訳

２号給      (人) 1

６号給      (人)

４号給      (人) 6

0.0

0

0

0

８号給      (人)

有

勤続の者 勤続の者 勤続の者

（月分）

33.27075 47.709 47.709

(1.2) (1.2) (2.4)

2.30 2.30 4.60
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　　キ　地域手当

支給対象

支給対象地域 支 給 率 職 員 数 備　　　　　考
   （ ％ ） 　   ( 人 ）    （ ％ ）

全　地　域 6 7 4

　　ク　その他の手当

区　　分 差　　異　　の　　内　　容

新築・購入（５年間）

住 居 手 当 異なる

借家、借間及び新築・購入以外の職員

交通用具　　２ｋｍ以上５ｋｍ未満

国の指定基準
に基づく
支給率

国 の 制 度
と の 異 同

通 勤 手 当 異なる

扶 養 手 当 同 じ

３，５００円

２，０００円

３，８００円
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期 間 金 額

千円 令和 千円

38,000 2－6 21,175

支 出 （ 見 込 ） 額事                  項 限  度  額

ガス配管工事費負担金

          債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

          又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前 年 度 末 ま で の
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期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令和 千円 千円 千円 千円 千円

7－10 16,825 16,825

左     の     財     源     内     訳

特       定       財       源
一 般 財 源

当 該 年 度 以 降

の 支 出 予 定 額
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千円 千円 千円 千円

5,564,406 584,300 605,220 5,543,4865,029,329宅 地 造 成 債

当該年度中
起債見込額

当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額

区　　　　　　　　分

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

前々年度末
現 在 高

当該年度末
現 在 高
見 込 額

当該年度中増減見込
前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

千円
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公共用地先行取得事業費 

特別会計予算  
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令和７年度越谷市公共用地先行取得事業費特別会計予算 

 

 令和７年度越谷市の公共用地先行取得事業費特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３０８，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

 

  令和７年（2025年）２月２５日提出 

 

埼玉県越谷市長  福 田   晃 
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1 307,300

1 財産売払収入 307,300

2 700

1 他会計繰入金 700

308,000

款

財産収入

繰入金

歳　　入　　合　　計

第１表　　歳入歳出予算

歳　入

項 金　　　　　額

 千円
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1 307,300

1 公債費 307,300

2 700

1 予備費 700

308,000

歳　出

項

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款
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公共用地先行取得事業費 

特別会計予算説明書 
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千円 千円 千円 千円

306,860 0 306,860 0公 共 用 地 先 行 取 得 債 613,600

当該年度末
現 在 高
見 込 額

当該年度中増減見込

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中
起債見込額

区　　　　　　　　分
前々年度末
現 在 高

当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

千円
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